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五島市監査委員公表第５号 

 

令和８年３月２日に提出された地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条

第１項の規定に基づく住民監査請求について、五島市住民監査請求に基づく監査に関

する規程（令和３年五島市監査委員訓令第１号）第１２条第７項の規定により公表す

る。 

 

 

令和８年４月３日 

 

                     五島市監査委員 米 山 尚 志 

                     五島市監査委員 山 田 洋 子 
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１ 請求の内容 

(1) 請求書の提出 

令和８年３月２日に請求書が提出された。 

(2) 請求の要旨 

請求書に記載されている事項及びこれに添付された事実を証する書面による

と、請求の要旨は、次のとおりである。 

なお、下記の請求の要旨については、本件請求書の原文のまま記載した。 

１ 請求の要旨 

(1)【いつ、だれによる、どのような財務会計上の行為があったか】 

本件で監査を求める財務会計上の行為は、令和６年１０月２日に実施された弁護

士相談に関し、市議会事務局において行われた公費支出に係る一連の行為であ

る。 

具体的には、当時の市議会議長 木口利光及びこれに関与した議会事務局職員が、 

・令和６年１０月２日の弁護士相談(法律相談料)を対象として、 

・支出負担行為及び支出命令に係る決裁処理を行い、 

・公金 5,500 円(内訳:弁護士支払額 4,990 円、源泉徴収税額 510 円)を支出した

という行為である。 

なお、関係書類上、当該相談は令和６年１０月２日の法律相談として処理されて

おり、支出負担行為兼支出命令書には起票年月日(令和６年１０月４日)及び支払

予定日(令和６年１０月１８日)が記載されている。 

(2)【その行為が違法又は不当である理由】 

本件監査請求の対象は、政治倫理審査の結論そのものではなく、その過程で行わ

れた公費支出(弁護士相談料)の正当性である。議会事務局は受理段階において、

請求人に対し「審査会は審査をするところであって、証拠を集めるところではな

い」「事実であるとの証拠が揃わないと審査会には進めない」と主張し、家屋内の

写真提示など、条例に規定のない過度な立証責任を課した。しかし、五島市議会

議員政治倫理条例第１０条第３項は、審査会に対し「関係人の出席及び証言並び

に資料の提出を求めることができる」という強力な調査権限を付与している。事

実の真偽を確かめるための調査・事実解明こそが審査会の本来の職務であり、事

務局の見解は条例の規定を真っ向から否定するものである。事務局がこのような

独自の「マイルール」を用い、規程第７条第２項を恣意的に解釈して「立証不十

分による却下」という結論を導き出そうとしたことは、職務権限の著しい逸脱で

ある。この不当な門前払いのための論理構築(弁護士相談)に公金を支出したこと

は、公金支出の目的として著しく正当性を欠き、違法かつ不当である。 

(3)【それにより、市にどのような損害が生じているか】 

本件により五島市に生じた損害は、弁護士相談に要した公費支出相当額 5,500円

である。(内訳:弁護士支払額 4,990円及び源泉徴収税額 510円。いずれも本件法

律相談に起因して市の財務から支出処理されたものである。) 

(4)【だれにどのような措置を講じることを求めるか】 
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監査委員に対し、次の措置を求める。 

① 本件弁護士相談料支出に関する事実関係（支出の決裁経過、支出目的、相談

内容の範囲、却下判断との関係、関与職員及び決裁権者)を監査により明らかに

すること。 

② 本件支出が違法又は不当な公金支出であると認められる場合には、現議長に

対し、当時の議長 木口利光氏及び関与した職員らに対する損害賠償請求その

他必要な損害補填措置を講ずるよう勧告すること。 

(5)【財務会計上の行為から１年を経過して請求する正当な理由について】 

本件は、令和６年１０月に行われた公費支出(相談実施日:令和６年１０月２

日、起票年月日:令和６年１０月４日、支払予定日:令和６年１０月１８日)から１

年以上が経過しているが、以下の通り、地方自治法第２４２条第２項に規定する

「正当な理由」がある。 

本件は令和６年１０月の支出から１年以上が経過しているが、地方自治法第２

４２条第２項に規定する「正当な理由」がある。請求人が、当時の議長および事

務局が弁護士 WEB会議を行い公金が支出されていた事実を初めて知り得たのは、

令和７年１１月２８日開催の「第１回五島市議会議員政治倫理審査会」の議事録

(証第６号)を請求し開示された文書を確認した際である。同議事録１ページ目に

おいて、事務局長が「１０月２日、議会事務局と弁護士の WEB会議を実施今後の

進め方等について協議をしております」と、支出の端緒となる行為を公の場で初

めて自白した。それ以前は行政側から一切の公表がなく、監査委員および一般市

民が当該支出を認識することは客観的に不可能であった。事実を知り得た後、速

やかに証拠を収集し本請求に至っていることから、期間制限の経過には正当な理

由が認められる。 

以上のとおり、本件には地方自治法第２４２条第２項ただし書の「正当な理由」が

ある。 

 

２ 地方自治法第２４２条の要件に係る判断 

(1) 判断について 

地方自治法第２４２条第１項は、普通地方公共団体の住民は、当該普通地方公

共団体の執行機関又は職員について、違法若しくは不当な公金の支出、財産の取

得、管理若しくは処分、契約の締結若しくは履行若しくは債務その他の義務の負

担（以下「財務会計上の行為」という。）があると認めるとき、又は違法若しくは

不当に公金の賦課若しくは徴収若しくは財産の管理を怠る事実（以下「怠る事実」

という。）があると認めるときは、これらを証する書面を添え、監査委員に対し、

監査を求め、必要な措置を講ずべきことを請求することができる旨規定し、同条

第２項は、当該財務会計上の行為があった日又は終わった日から１年を経過した

ときは、正当な理由があるときを除き、住民監査請求をすることができない旨規

定している。 
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また、財務会計上の行為又は怠る事実は、普通地方公共団体に積極消極の損害

を与え、ひいては住民全体の利益に反するものでなければならず、違法、不当な

事由があるとしても、それが普通地方公共団体に損害をもたらすような関係には

ないことが明らかな場合は、住民監査請求の対象にならないとされている（最高

裁判所平成６年９月８日第一小法廷判決）。 

したがって、普通地方公共団体の住民が住民監査請求をするためには、その対

象が当該普通地方公共団体の執行機関又は職員の違法若しくは不当な財務会計

上の行為又は怠る事実であること、当該財務会計上の行為又は怠る事実により当

該普通地方公共団体に損害が生じること、正当な理由があるときを除き、当該財

務会計上の行為があった日又は終わった日から１年以内の請求であることなど

が要件となる。 

そこで、本件請求が地方自治法第２４２条に規定する要件を満たしているかに

ついて検討する。 

  ア 請求期間の起算点について 

地方自治法第２４２条第２項は、「前項の規定による請求は、当該行為のあ

った日又は終わった日から１年を経過したときは、これをすることができな

い。」と規定するので、まず、請求期間の起算点について明確にする必要があ

る。 

公金の支出は、具体的には支出負担行為（支出の原因となるべき契約その他

の行為）及び支出命令がされた上で、支出（狭義の支出）がされることによっ

て行われるものである。これらは、公金を支出するために行われる一連の行為

ではあるが、互いに独立した財務会計上の行為というべきである。そして、公

金の支出の違法又は不当を問題とする監査請求においては、これらのいずれを

対象とするかにより、監査すべき内容が異なることになるのであるから、これ

らの行為がそれぞれ監査請求の対象事項となるものである。もっとも、公金の

支出を構成するこれらの行為を併せて監査請求の対象とすることも許され、こ

れらを明確に区別しないでされた監査請求が対象事項の特定を欠き不適法と

なるものではないが、これらにつき各別に監査請求をすることができることは

いうまでもないところである。以上によれば、支出負担行為、支出命令及び支

出については、地方自治法２４２条２項本文所定の監査請求期間は、それぞれ

の行為のあった日から各別に計算すべきものである。（最高裁判所平成１４年

７月１６日第三小法廷判決）。 

これを本件請求についてみると、請求人が主張する五島市に生じた損害の弁

護士相談に要した公費支出相当額 5,500円は、請求人が提出した事実を証する

書面４－５号（支出負担行為決議書兼支出命令書）によると、支出負担行為及

び支出命令が行われた日は令和６年１０月４日、支払が行われた日は同月１８
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日であることが確認できる。 

本件請求が行われた日は令和８年３月２日であるから、支出負担行為及び支

出命令が行われた日から１年４か月２５日、支払が行われた日から１年４か月

１１日がそれぞれ経過しているから、当該財務会計上の行為があった日から１

年を経過していることは明らかである。 

イ 正当な理由について 

そこで、請求人の主張は地方自治法第２４２条第２項ただし書きに規定する

「正当な理由」といえるかについて検討する。 

請求人は、「当時の議長および事務局が弁護士 WEB 会議を行い公金が支出さ

れていた事実を初めて知り得たのは、令和７年１１月２８日開催の「第１回五

島市議会議員政治倫理審査会」の議事録(証第６号)を請求し開示された文書を

確認した際である。」と主張する。 

しかし、地方自治法２４２条２項本文が、監査請求の期間を当該行為のあっ

た日等から１年間と定めた趣旨は、普通地方公共団体の執行機関・職員の財務

会計上の行為は、たとえそれが違法・不当なものであったとしても、いつまで

も住民が争いうる状態にしておくことが、法的安定性を損ない好ましくないの

で、速やかにこれを確定させようとすることにあり（最高裁判所昭和６３年４

月２２日第二小法廷判決・判例時報１２８０号６３頁等参照）、その目的のた

め、同項本文は監査請求期間の始期を画一的に定めているが、他方で、その趣

旨を貫くのが住民監査請求や住民訴訟制度の趣旨とする法適合性確保の要請

からして相当でないこともあり、同項ただし書で正当な理由があるときは例外

的に監査請求ができるとしている。 

したがって、その正当な理由の解釈に当たっては、例外的な場合であると規

定されていることに留意して解釈すべきであり、その一方で、財務会計上の行

為の法的安定性の要請とその法適合性の確保の要請との調和を図る趣旨に沿

って検討されることも必要とする（東京高等裁判所平成１９年２月１４日第１

７民事部判決）。 

さらに、同判決では、同項（地方自治法第２４２条第２項）ただし書きの正

当な理由について、「普通地方公共団体の住民が相当の注意力をもって調査を

尽くしても客観的にみて監査請求をするに足りる程度に財務会計上の行為の

存在又は内容を知ることができなかった場合には、地方自治法２４２条２項た

だし書の適用が問題となり、この場合における同ただし書にいう正当な理由の

有無は、特段の事情のない限り、当該普通地方公共団体の住民が相当の注意力

をもって調査すれば客観的にみて監査請求をするに足りる程度に当該行為の

存在及び内容を知ることができたと解される時から相当な期間内に監査請求

をしたかどうかによって判断すべきである（最高裁判所平成１４年９月１２日
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第一小法廷判決・民集５６巻７号１４８１頁参照）。そして、通常の注意力でな

く相当の注意力をもってする調査を正当な理由の有無の判断基準としている

ことの趣旨を考慮すると、住民が相当の注意力をもってする調査については、

マスコミ報道や広報誌等によって受動的に知った情報だけに注意を払ってい

れば足りるものではなく、住民であれば誰でもいつでも閲覧できる情報等につ

いては、それが閲覧等をすることができる状態に置かれれば、そのころには住

民が相当の注意力をもって調査すれば客観的にみて知ることができるものと

いうべきである（最高裁判所平成１４年９月１７日第三小法廷判決）と判示し

ており、同判例は、マスコミ報道等を待つまでもなく、住民なら誰でもいつで

も閲覧等できる情報等については、それが閲覧等できる状態に置かれれば、そ

のころには住民が相当の注意力をもって調査すれば知ることができるものと

判示したことは明らかである。そこで、上記でいう閲覧できる情報等について

検討するに、東京都の住民は、東京都情報公開条例に基づき、実施機関に対し、

財務会計上の行為の完了の日と近接した日から、当該行為に関する公文書の開

示請求をすることができ、実施機関は、非開示事由に該当しない限り、当該公

文書を開示すべきものであるから、当該公文書に財務会計上の行為の内容が記

載されており、これに関係法令や条件を適用することにより当該行為の適否を

知ることが可能となる場合は、当該公文書が開示されると、住民は、監査請求

をするに足りる程度に財務会計上の行為の存在及び内容を知ることができる

ものと考えられる。そうすると、当該住民は、財務会計上の行為について監査

請求をする前提として、同条例に基づく開示請求をすることで相当の注意力を

もって調査したことになり、逆に開示請求をしないままでいる場合には相当の

注意力をもって調査したとはいえないと解するのが相当である。」と判断して

いる。 

これを本件請求についてみると、五島市は五島市情報公開条例（平成１６年

五島市条例第１６号）を定め、「何人も、この条例の定めるところにより、実施

機関に対し、当該実施機関の保有する公文書の開示を請求することができる。」

としているから、財務会計上の行為が記載された公文書が情報公開制度により

閲覧可能な状態となった場合には、客観的に見て住民監査請求をするに足りる

程度に財務会計上の行為の存在及び内容を知ることができたと解するのが相

当である。 

よって、請求人が主張する理由は、地方自治法第２４２条第２項ただし書き

に規定する正当な理由とは認められない。 

したがって、本件請求は、地方自治法第２４２条第２項本文に規定する「前項

の規定による請求は、当該行為のあった日又は終わった日から１年を経過したと

きは、これをすることができない。」に該当し、同項ただし書きに規定する「正当
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な理由があるとき」とは認められない 

(2) 結論 

以上のとおり、本件請求は、地方自治法第２４２条に規定する住民監査請求の

要件を満たさない不適法なものであるから、受理することはできない。 

 


